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職業リハビリテーションに関する研究の動向と問題点
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ABS7RACT

ThecurrentstudysoughttoidentifyresearchtrendsinandproblemswithvocationalrehabilitationinJapanby

comparingthosetrendstotrendsoverseas・TheProQuestandCiNiidatabasesweresearchedusingthekeyword

"vocationalrehabilitation."Thesearchresultedin坐5hitsforJapanesestudiesand290fOrforei印Studies・T11estudy

details,subjects,andstudydesignwerecompared,Resultsindicatedthattherearefewtonoevidence-basedstudieson

vocationalrehabilitationinJapanbutthatseveralrandomizedcontrolledtrialsandprospectivecohortstudieshavebeen

conductedoverseas､Theamountofevidence-basedresearchinJapanmustbeincreased・

キーワード職業リハビリテーション．エビデンスに基づく研究
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１．はじめに

日本において就労支援が大きな関心を集めてい現在，日本において就労支援が大きな関心を集めてい

る。その背景を各分野ごとに見ていくと，まず教育の分

野においては，雇用情勢の悪化による高校生・大学生の

就職難が挙げられる。2006年の自殺対策基本法施行を受

け，替察庁は自殺者の原因を分析するようになった。１０

～20才代の自殺者で就職活動が原因のケースは，2007年

は60人だったのに対し，2008年には91名に急増していた

ことが判明し，若年者の就労支援が急務であることが伺

える。

医療の分野においては，近年うつ病等の気分障害の患

者が急増し復職支援が大きなテーマの1つになっている。

｢労働時報」によれば2008年にはメンタルヘルスの不調

により１ケ月以上休職している社員が「いる」と回答し

た企業は62.7％あることが4000社を超える全国の企業調

査で明らかになっている。

司法の分野において再犯率の高さが大きな問題となっ

ているが，「犯罪白書」によると安定就労を得られてい

る者が最も再犯率が低く，逆に無職の者が最も再犯率が

高いことが示されている。すなわち，再犯率を下げるた

めには，就労支援が必要であることが示唆している。

そこでこのような問題を解決する手がかりを得るた

め，本研究では就労支援を研究内容に包含している職業

リハビリテーション学に注目し，その研究動向及び問題

点を明らかにすることにした。

２．研究方法

日本の職業リハビリテーションに関する研究動向は，

データベースCINIIを用い2011年４月に「職業リハビリ

テーション」をタイトルにもつ論文の検索を行い，その

結果445件がヒットした。一方，海外の研究は，データ

ベースPROQUESTから「vocationalrehabilitation」をタ

イトルに含む論文の検索を行った。その結果，308件の

論文がヒットし、重複した論文を取り除くと290件と

なった。

それらのデータを基に日本と海外の論文の①文献数の

推移，②掲載論文の雑誌名，③研究，実践等の行われた

場所，④研究の対象（者)，⑤研究内容，⑥専門的な介

入法，⑦研究デザインについて比較検討を行った。
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表１日本の論文掲戦雑誌名
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職リハネットワーク

職業リハビリテーション

総合リハビリテーション

作業療法ジャーナル

リハビリテーション医学

大学研究紀要

リハビリテーション研究

日本行動分析学会年次大会発表論文集

特殊教育学研究

ノーマライゼーション

障害者問題研究

輔神障害とリハビリテーション

作業療法

世界の労働

調森研究報告番

日本職業・災害医学会会誌

労働時報

ＬＤ研究

学術識演梗概集

障害者職業総合センター研究紀要

地域リハビリテーション

働く広場

日本体育学会大会号

発達の遅れと教育

発達障害研究

その他

３．結果

3.1．文献数

3.1.1．日本の論文数の推移

日本の職業リハビリテーションに関する研究は，１９８１

年の「カメラ・ルポ国立職業リハビリテーションセン

ター」に始まる。その後,文献数は横ばいに推移するが，

1980年代後半から徐々に増え始め，2000年前後に再び急

激な伸びを見せている。2000年からは大きな上下動を見

せながらも全体としては，増加傾向にある。

3.1.2．海外の論文数の推移

海外の職業リハビリテーションに関する研究で最初に

登場するのは，Salvatore（1949）による論文で職業カウ

ンセラーに関する内容である。1970年代には，Rellante

(1972）やHouston（1974）らにより職業リハビリテーショ

ンの費用対効果に関する研究が盛んに行われている。米

国では，早い段階から職業リハビリテーションのコスト

分析が行われているのは興味深い。

その後文献数は，日本と同様横ばいに推移するが，

1990年代に入ると同じく徐々に増加傾向に転じ，2000年

頃から急激な増加傾向を示す。2000年代に入ると多少の

増減を示しながらも全体としては，増加傾向にある。

3.2．雑誌名

表lは，日本の職業リハビリテーションに関する論文

の掲載雑誌の一覧である。一覧に入れなかった雑誌とし

て，公衆衛生，日本教育工学会論文誌，日本災害医学会

会誌，日本精神科看護学会誌，理学療法ジャーナル，理

学療法と作業療法，臨床精神医学等の雑誌があり，それ

ぞれの雑誌への掲載数は各１件であった。

日本の職業リハビリテーションに関する論文で最も掲

減数が多かったのは，『職リハネットワーク」であり，

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構により

件数
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図１日本及び海外の職業リハビリテーションの関する文献の

推移
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1988年から刊行されている。次に多かったのが『職業リ

ハビリテーション」で日本職業リハビリテーション学会

刊行の学術誌である。両組織は論文掲栽数から見ると，

日本における職業リハビリテーション研究の中心的な役

割を担っていることがわかる。

その他の掲戦雑誌は，社会福祉学，リハビリテーショ

ン医学，特殊教育学，臨床心理学，作業療法学等多岐の

領域にわたっており，学際的に研究が行われていること

がわかる。

表2は，海外の論文掲戦雑誌名の一覧である。その他

には，JoumalofLeamingDisabilities，ＪｏｕｍａｌｏｆＮｅｒｖｏｕｓ

ａｎｄＭｅｎｔａｌＤｉｓｅａｓｅ，ＪｏｕｍａｌｏｆＯｃｃｕｐａｔｉｏｎａｌａｎｄ

ＯｒｇａｎｉｚationalPsychology，AmericanJoumalofPsychiatric

Rehabilitation等の雑誌に各1件ずつ掲載されていた。そ

の他の雑誌は日本と同様，精神医学，特殊教育学，臨床

心理学等さまざまであった。

海外の掲蔽論文で最も多かったのは，Joumalof

Rehabilitationで次いでJoumalofAppliedRehabilitation

Counseling，RehabilitationCounselingBulletｉｎであった。

雑誌名に「Rehabilitation」を含むものが，全体の約6割

を占めていた。

一海外

一一一・日本
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表２海外の論文掲救雑誌名 表４海外の実践・研究の行われた場所

ミッドウエスタン

インデイアナポリス

ウイスコンシン

ミシガン

オレゴン

インディアナ

ミズーリ

テキサス

モンタナ

ニューハンプシャー

ネバーランド
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件数 件数
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JoumalofRehabilitation

joumalofAppliedRehabilitationCounseling

RehabilitationCounselingBulletin

Wbrk

PsychiatricRehabilitationJoumal

JoumalofOccupatiomalRehabilitation

joumalofRehabiIitationResea“handDevelopment
JoumalofVbcationalRehabiIitation

lntemationalJoumalofRehabilitationResearch

BritishMedicalJoumal

JoumalofDisabilityPolicyStudies

CanadianJoumalofRehabilitatiom

SocialPsychiat『yandPsychiatricEpidemiology

SchizophreniaBulletin

TheJoumalofHumanResources

EvaluationReview

lntematioI1alJoumalofDisability，Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ＆
Ｒｅhabilitation

JoumalofMemalHeaIth

HealthMarketingQuarterly

JoumalofContempomryPsychotherapy

RoyalSocietyofMedicine(Ｇ唾atBritain).Joumalof

theRoyalSocietyofMedicine

ScandinavianJoumaIofPublicHealth

TheCareerDevelopmentQuarterly

JoumalofCounselingandDevelopment:JCD

stmtegicFinance

JoumalofVisuallmpairment＆Blindness

lntemationaILabourReview

TheIntemationalJoumalofSocialPsychiatry

その他

米国

イギリス

スエーデン

カナダ

オーストラリア

イスラエル

ヨーロッパ

ドイツ

南アフリカ共和国

イギリス・ドイツ

カーボベルデ

ベラルーシ

韓国

中国
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３

２
２
２
２
２
２
２
鋤

米国

インドネシア

イギリス

カナダ

韓国

アジア

タイ

ドイツ

マレーシア

件数

１
１

２
２
２

４
２
１
１
１
１

3.3.2．海外の研究（研究の行われた国・地域）

PROQUESTで検索された海外の論文は，すべて英文

で書かれていた。特に国名が記載されていない研究は，

米国として分類した。大半の研究は，英語圏の国々で韓

国．中国等アジアの国は2件確認できた。日本と同様，

アフリカ，南米の国を対象とした研究が確認できなかっ

た。表5は，米国で行われた研究で州名が確認できたも

のの一覧である。

3.4．対象

3.4.1．日本の職業リハビリテーション研究の対象

表6は日本の職業リハビリテーション研究の対象者の

一覧である。最も多かったのは，精神障害で次いで高次

脳機能障害であった。

3.4.2．海外の職業リハビリテーション研究の対象

表7は，海外の職業リハビリテーション研究の対象者

の一覧である。disableperson，disabilities等の表記が見

られる研究は，障害者にカウントした。障害者に次いで

多かったのは，粘神障害を対象とした研究でそのなかで

表３海外を対象とした日本の研究（国名）

3.3．実践・研究の行われた場所

3.3.1．日本の研究（研究の行われた国・地域）

日本の研究は．日本国内で行われているものが大半で

あるが，一部，海外を対象にした研究が見られた。表３

は，日本の海外を対象とした研究の国名の一覧である。

欧米やアジアでの研究は確認できたが，オセアニア，ア

フリカ，南米を対象とした研究は確認されなかった。



表７海外の職業リハビリテーション研究の対象

表８日本の論文の内容表６日本の職業リハビリテーション研究の対象
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件数件数

件数

Iま，統合失調症（Schizophenia）が最も多かった。

３番目に多かったのは，薬物依存に代表される物質使

用障害（substanceusedisorders）を対象とした研究であっ

た。海外では，物質使用障害，人種・民族，退役軍人，

HIV/AIDS等さまざまな対象者の職業リハビリテーショ

ンが行われていることが伺える。

学会報告

職業リハビリテーション

研究会報告

支援技法

研究動向

人材養成

作業療法

法律

復職支援

コンピュータネットワークの活用

実態把握

歴史

倫理

文献

政策

連携

海外

施設紹介

地域職業リハビリテーション

ＡＣＴ

提言

メンタルヘルス

研究課題の分類

雇用継続

就職活動援助

就労支援改革

就労上の配噸

生活モデル

精神障害

高次脳機能障害

発達障害

知的障害

身体障害

聴覚障害

難病

視覚障害

障害者

気管支端息

リウマチ

筋萎縮障害

内部障害
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3.5．内容

3.5.1．日本の論文の内容

表8は日本の職業リハビリテーションに関する研究の

内容の一覧で検索された文献のタイトルを基に分類を

行った。日本の論文の内容で最も多かったのは学会報告

である。次が職業リハビリテーションであり，３番目が

研究会報告で日本の職業リハビリテーションに関する論

文の内容は報告の類が多く，全体の約3割を占めていた。

3.5.2．海外の論文の内容

表9は海外の職業リハビリテーションに関する研究の

内容を分類したものである。海外の研究は，文献検索の

際に9割以上の論文にアブストラクトが添付されていた。

アブストラクトの内容を基に分類を行ったところ，最も

多かったのは，職業リハビリテーションに関する研究で

ある。２番目に多かったのは，職業カウンセラー

(Vbcationalrehabilitationcounselor）に関する研究である。

3.6．専門的介入

3.6.1．日本の論文に見られる専門的な介入法

表１０は日本の論文に見られる専門的な介入法の一覧で

唖
循
Ｍ
ｍ
９
７
６
５
５
４
４
３
３
３
２
２
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障害者

輔神障害

物質使用障害

発達障害

視覚障害

人種・民族

退役軍人

聴覚障害

一般

高齢者

精神遅滞

脳損傷

脊椎損傷

ＨＩＶ/ＡＩＤＳ

筋骨格障害

慢性疾患

慢性痩痛

ジェンダー

褒胞性繊維症

非行

季節農業労働者

労災

心臓疾患

硬化症

身体障害

整形外傷

PTSD

I
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表９海外の論文の内容 表１１海外の論文に見られる専門的な介入法

（社会福祉学的介入法）

支援技法

移行支援

認知行動療法

援助付き雇用

就労支援の方法

職業教育

キャリアカウンセリング

ソーシャルファーム

個別支援計画

ジョブデザイン・サポートプログラム

進路指導

メモリーノート訓練

進路指導

トータルパッケージ

職業前訓練

事業主支援

在宅支援

作業評価課題

件数

６
５
２
２
２

1

職業リハビリテーション

職業カウンセラー

政策

職業リハビリテーションプログラム

職業リハビリテーションの動向

研究動向

ワークショップコスト

職業リハビリテーションの国際動向

労働市場の分析

権利擁護グループの役割

屈用主

ジェンダー

男女の雇用の平等

社会リハビリテーション

障害年金

件数独
塑
９
４
３
２
２

１

CWT(CompensatedWOrkThempy）

IPS(IndividualPlacementandSupport）

LSVRSP(LongitudinalStudyoftheVOcational

RehabilitationServicesProgmm）

RTW(retumtowork）

ART(afreeantiretroviraltherapy）

AT(assislivetechnoIogy）

CDTＥ(ConsumeFDirectedTheoryofEmpowerment）

EPPS(EdwardsPersonalPにfbにnceSchedule）

ESVR(enhancedstatevocationalrchabilitatio､）

I-CCVR（InfbrmedConsumerChoiceinVbcational

Rehabilitation）

ILC(intemallocusofcontrol）

integratedwork

lPE(IndMdualizedPlanfbrEmpIoyment）

ＫＭＶＲＰ(KentuckyMigrantVbcationalRehabilitation

Progmm）

ＭＡＵ(multi-attributeutility）

ＭＤＶＲ（ＭｉｓｓｏｕｒｉＤｉｖｉｓｉｏｎｏｆＶｏｃａｔｉｏｎａＩ

Ｒｅhabilitation）

multidisciplinaIyrehabilitatiｏｍｐｍｇｒａｍｍｅ

ＰＶＲ(psyChiatricvocationalrehabilitation）

quotientsyslem

RBF(だsults-basedfimding）

sdvr(selfdirectedvocationaI配habiIitation）

ＳＭＶＲ(syslematic,multi-pro他ssional,client-cent応｡，

solution-orientedco-opemtionprQjectmvocational
rehabiIitation）

teacherservices

telwork

tickettoｗｏｒｋ

ＵＲｌＣＡ－ＶＣ（UniversityofRhodelslandChange

AssessmentibrVbcationalCounseling）

デイケア

デリバリーサービス

精神医学的サービスデリバリー

特殊教育と就労支援の移行

独立開業支援

３
３

２

２

１

１

１

１

１

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

表１０日本の論文に見られる専門的介入法

件数

4５

表13は海外の研究に見られる臨床心理学的介入法の一

覧である。最も多かった介入法は認知行動療法で，次い

で多かったのは短期療法（brieftherapy）に分類される家

族療法，物語療法であった。

１
１
１
１

ＧＷＢＱ(genericworkbehaviorquestionnai肥）

ICVAQ（Individualism-CollectivismVOcationaI

AttitudesQuestionnai肥）

IJSS(IndianaJobSatisfhctionScale）

MCI(MulticulturalCounselingInventory）

naturalisticassessment

WAI(WbrkingAlliancelnventory）

1

１
１

件数

ある。最も多かったのは，支援技法に関する研究である

が，それらは，タイトルに「支援技法」が含まれるもの

の，具体的な内容が確認できなかったものである。

一方で，具体的な支援技法が確認できた論文中で最も

多かったのは移行支援で，認知行動療法を除くと，その

大半は社会福祉学的な介入法であった。

3.6.2．海外の論文に見られる専門的な介入法

海外における介入法は社会福祉的介入法と臨床心理学

的介入法に大別でき．表11は社会福祉学的な介入法の一

覧で，表13は臨床心理学的な介入法の一覧である。表１２

は，質問紙の開発に関する研究の一覧である。社会福祉

学的介入法の一覧から海外においては様々な専門的な介

入法が開発・研究がなされていることが伺える。

表１２海外の論文に見られる専門的な介入法（質問紙）
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ションに関する研究の統計学的手法の詳細はアブストラ

クト欠如のため，確認することができなかった。表15は

海外の研究の中で用いられた統計学的手法の一覧であ

る。最も多かった統計学的手法はロジステイック回帰分

析であった。次いで多かったのが重回帰分析で，因子分

析は全て質問紙作成の際に用いられていた。

表１３海外の論文に見られる専門的な介入法

（臨床心理学的介入法）

コスト分析

縦断的研究

予備研究

事例研究

無作為割り付け比較試験

コホート研究

メタ分析

後ろ向き研究

件数

Ⅲ
６
４
３
３
２
２
１

認知行動療法

家族療法

物語療法

来談者中心療法

電話カウンセリング

動機づけ面接法

1１

２

表１５海外の研究で用いられた統計学的手法

４．考察

4.1．論文数の推移について

日本の職業リハビリテーションの研究と海外の研究の

論文数の推移は，1980年代後半から徐々に増え始め，

2000年前後に再び急激な伸びを見せている。2000年から

は増加傾向にあり，ほぼ同様の推移を示していた。

4.2．掲載論文の雑誌名

掲載論文の雑誌名から日本と海外の職業リハビリテー

ションに関する研究は，社会福祉学を始め医学,心理学，

教育学，法律学等学際的に行われていることが推察され

る。海外で掲載された論文の雑誌名で2番目に多かった

ものはJoumalofAppliedRehabilitationCounselingで日本

の研究ではカウンセリングが含まれる雑誌名は一冊も含

まれていないことから日本と海外の研究の相違点の一つ

であると考えられる。

4.3．研究，実践等の行われた場所

日本及び海外の職業リハビリテーションに関する研

究，実践は，北米，北欧において盛んに行われ，研究者

の関心もそれらの地域に向いていることが伺えた。日本

及び海外の研究の中に南アフリカ共和国を除くアフリカ

や南米に関するものは含まれていなかった。

4.4．研究の対象（者）

日本及び海外の研究で共通に見られる対象者は，精神

障害，発達障害，知的障害，視聴覚障害であった。一方

相違点としては，日本においては高次脳機能障害者に関

する研究は海外よりも多く見られた点や，海外の研究の

対象は，物質使用障害，人種・民族，退役軍人，HIV／

AIDS等より多岐にわたってる点が挙げられる。

4.5．研究内容

日本の研究は学会報告，研究会報告等が多く見られ

た。一方，海外の研究は，職業カウンセラー（Vbcational

RehabilitationCounselor）に関する研究は多く見られ，職業

カウンセラーの言語能力，多文化理解とリハビリテー

ションの結果について言及がなされている。一方，日本

において，職業リハビリテーションへの従事者の特性と

アウトカムヘの影響について調査した論文は，タイトル

表１４海外の論文の研究デザイン

件数

件数
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ロジステイック回帰分析

重回帰分析

因子分析

分散分析

階層的重回帰分析

クラスター分析

二変量分析

X二乗検定
判別分析

多変斌分散分析

相関分析

3.7．デザイン

3.7.1．日本の論文の研究デザイン

日本の職業リハビリテーションに関する研究の研究デ

ザインについては，実践報告や事例研究（case唾port)，

さらには対照群のない臨床試験（clinicaltmilwithout

control）がほとんどであった。

3.7.2．海外の論文の研究デザイン

表14は海外の論文の研究デザインの一覧である。最も

多かったのはコスト分析で，海外ではかなり早い1970年

代から職業リハビリテーションに関する費用対効果につ

いての研究が行われていた。

また，無作為割り付け比較試験，コホート研究，メタ

分析等のエビデンスに基づく研究が散見されるのも海外

の研究の大きな特徴である。

3.8．用いられた統計学的手法

CINIIによって検索された日本の職業リハビリテー

１

1

６
５
４
３
２
２
１



職業リハビリテーションに関する研究の動向と問題点

を見る限りにおいては確認されなかった。

4.6．専門的な介入法

職業リハビリテーションのなかで行われる専門的な介

入法に関する研究は，日本と海外の研究を比較すると海

外の方が盛んに行われていることがわかる。

また，海外では臨床心理学的介入法を取り入れたもの

が17件確認された。そのなかで最も多かったのが認知行

動療法で日本の研究のなかにも2件確認された。

4.7．研究デザイン

研究の実証性（エビデンス）の強弱は用いられた研究

デザインに負うところが大きい。臨床研究デザインの分

類には諸家の説があるが，代表的なデザインをあげてみ

ると，無作為割り付け比較試験（randomizedcontrolled

trial)，コホート研究（prosPectivecohortstudy)，症例対照研

究（retmspectivecase-controlstudy)，横断研究（cross-sectional

study)，異集団研究（heterodemicstudy)，歴史的対照群を

設けた臨床試験（non-randomizedclinicaltrialwithhistorical

control)，症例報告（casereport）や対照群のない臨床試験

(cIinicaltrialwithoutcontrol）が挙げられる。このような研

究デザインに応じて実証的証拠を評価することは今や国

際的な常識になりつつある。例えば，米国Preventive

ServicesTaskForceのレポートでは，

Ｉ無作為割り付け比較試験

11-1無作為割り付けのない臨床試験

Ⅱ－２コホート研究，または症例対照研究

Ⅱ－３症例シリーズ

Ⅲ権威者の意見

という序列で証拠の質を評価している。

この基準で日本の研究の研究デザインを見ると，実践

報告や事例研究（casereport)，さらには対照群のない臨

床試験（clinicaItrailwi1houlcontroI）がほとんどであって，

科学的な根拠に乏しいことになる。このことは職業リハ

ビリテーションの実践による成果は素晴らしくても，如

何なる要因が成果を挙げたのかを科学的に立証し，解明

していないことを意味している。この事実は今後の日本

の職業リハビリテーション研究が進化・発展していくう

えで，大きな課題となっている。

海外の研究デザインのなかでも，無作為割り付け比較

試験(mndomizedcontrolledtrial）やコホート研究(prospective

cohorlsludy）等，エビデンスレベルが非常に高い研究は

数点に限られている。実際の臨床場面においては，無作

為割り付けの研究は倫理面の問題や参加者の理解を得る
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等ハードルが高いので11-2レベルの症例対照研究の蓄積

が現実的ではないかと思われる。

最後に日本と海外の研究環境にも言及したい。米国に

はリハビリテーションサービス管理局ケースサービス報

告書（RSA-91I）のようなデータベースが存在し，この

データを利用したエビデンスレベルの高い研究が見られ

た。日本においても米国のRSA-911のような公的なデー

タベースを構築することで研究の質の向上や量の増加が

望まれる。
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